
































































































外 国 人 の 地 位 に 関 す る 一 般 的 な 記 述 と し て 参 照、Michel Borgetto et Robert 
Lafore, Droit de l’aide et de l’action sociales 9 e éd, L.G.D.J., 2015, pp. 79―82.



























（ 7 ）　Serge Paugam, «Les cycles de la Solidarité envers les pauvres»,  in: Robert 




































（10）　別 名 パ ス ク ワ 法。Loi n° 93―1027 du 24 août 1993 relative à la maîtrise de l ’
immigration et aux conditions d’entrée, d’accueil et de séjour des étrangers en France. 
（11）　Patrick Weil, La France et ses étrangers: L ’aventure d ’une politique de l ’
immigration de 1938 à nos jours, nouvelle édition refondue, Gallimard, 2004, p. 290.
（12）　Danièle Lochak et Carine Fouteau, Immigrés sous contrôle. Les droits des 

























　これに対し、1993年法は同法第36条によって CSS に115― 6 条を加え、
「外国籍の者はフランスにおける立法に対して適法な状態にある場合又は


































―12― 1 条、L. 161―18― 1 条、L. 161―25― 1 条、L. 161―25― 2 条）。
（16）　以下の扶助は、在留の適法性を問わず外国人も受給することができる。 1 ．児
童に関する社会扶助。 2 ．宿泊・社会復帰センター入所の場合の社会扶助。 3 ．医
療施設で施される治療又はその際に命じられる処方の場合の医療扶助。 4 ．居宅医
療扶助。但し、外国籍の者に要求されるフランスに適法に在留するための資格又は





（17）　Décision n° 93―325 DC du 13 août 1993, Revue française du droit constitution-
nel, n° 15, 1993, p. 583.
（18）　菅原真「フランス憲法院と外国人の権利」名古屋市立大学大学院人間文化研究
第 12 号（2009 年）45 頁、Bruno Genevois, «Un statut constitutionnel pour les 
étrangers. À propos de la décision du Conseil constitutionnel n° 93―325 DC du 13 
août 1993», Revue française de droit administratif, 1993, p. 871, Lola Isidro, L’
étranger et la protection sociale, Dalloz, 2017, p. 315.
（19）　本憲法院判例の社会保護をめぐる判断につき、下記を参照。Genevois, «Un 































































































も の と し て、Jean―Philippe Lhernould, «Minima sociaux et résidence sur le 
territoire français», Droit Social, 1999, p. 366.
（23）　Isidro, L’étranger et la protection sociale, p. 275.
（24）　RMI 制度導入の背景、その革新性につき、拙稿「フランス『連帯』概念の憲
















であり（CSS. L. 815― 2 条、L. 815― 3 条）、外国人に関しては、ヨーロッパ










（25）　Dupeyroux et Prétot, Le droit de l’ étranger à la protection sociale, p. 72, Isidro, 









国、ヨーロッパの 3 カ国にとどまる。Haut Conseil à l’integration, Pour un modèle 
français d’ integration, 1991, p. 130.





























（31）　1990年 1 月22日の憲法院判決を受けても CSS. L. 815― 5 条が維持された形式的







Les prestations non contributives et les étrangers», Drole（s） de Droit（s）. 


































182　　早法 94 巻 2 号（2019）



















































8 °のカテゴリーについては「執行猶予のつかない 6 カ月以上の拘禁刑ま
たは執行猶予付き 1 年以上ないし通算同期間の拘禁刑確定判決」を受けた
外国人には長期滞在許可証を交付しないことが規定された。しかし、1989











































































の父または母親である外国人（ 3 °）、労災・職業病の受給者である外国人（ 4 °）、
滞在証を持っている外国人の配偶者と子（ 5 °）。



























（42）　拙稿「フランス RSA 制度における『連帯』概念の位置付け―RMI 制度から



















































































































（53）　別 名 シ ュ ヴ ェ ヌ マ ン（Chevènement） 法。Loi n° 98―349 du 11 mai 1998 
relative à l’entrée et au séjour des étrangers en France et au droit d’asile.




9 条。2006年 7 月より実施）。CAI は受け入れた外国人のフランス社会への
「統合」を目的とした措置であり、フランス滞在を初めて許可された外国
人、又は16歳から18歳の間にフランスに正規に入国し、継続して滞在する























































ける外国人の権利に関する2016年 3 月 7 日の法律第274号」日仏法学29巻（2017年）
137頁。
（57）　Loi n° 2016―274 du  7  mars 2016 relative au droits des étrangers en France.
































（58）　GISTI, Droit des étrangers en France. Ce que change la loi du 7  mars 2016, 
2017, p. 27.
（59）　GISTI, Droit des étrangers en France, p. 30.
（60）　GISTI, La carte pluriannuelle. Un titre créé par la loi du 7 mars 2016, 2016, p. 1.
（61）　欧州評議会が設定した 6 段階の言語設定レベル（A 1 ：初級～C 2 ：上級）の




























年 9 月 1 日最終閲覧）なお、2006年法と同様、言語・市民研修はいずれも無料で行
われる。





住するすべての者」（ 3 項）に及ぶことを定めている（L. 111― 1 条）。さら
に、疾病保険に関しては、それが普遍的かつ義務的であるとともに、連帯























































社 会 連 帯 の 誕 生』（人 文 書 院、2006年）177頁、Michel Borgetto, La notion de 
fraternité en droit public français. Le passé, le présent et l’avenir de la Solidarité, 
L.G.D.J., 1996, p. 363, Marie―Claude Blais, «Solidarité : une idée politique? »,  in: 
IFR, actes de colloques no 6, Solidarité（s）, perspectives juridiques, sous la 
direction de Mayvonne Hecquard―Théron, Press de l’université des sciences 
sociales de Toulouse, 2009, p. 41.
（66）　Borgetto, La notion de fraternité en droit public français, p. 510.
（67）　Léon Bourgeois, Solidarité, 7e éd, Paris, 1912. 


















































の 扶 助 に 関 す る 法 律
（74）























（75）　Cité in Borgetto, La notion de fraternité en droit public français, p. 430.
（76）　Ibidem.

































（78）　Borgetto, La notion de fraternité en droit public français, p. 442.




































ランの成立まで」北大法学論集35巻 3 ・ 4 号（1984年）133頁、田端博邦「フラン
スにおける社会保障制度の成立過程」『福祉国家の展開〔 1 〕』（東京大学出版会、
1985年）113頁。
（82）　Bruno Palier, Gouverner la sécurité sociale. Les réformes du système française 
de protection sociale depuis 1945, PUF, 2005, p. 75. また、連帯が憲法上の規範とし
て確立していく過程について参照、拙稿「フランス『連帯』概念の憲法上の位置付
け」252―259頁。
（83）　Palier, Gouverner la sécurité sociale, p. 75.
































（84）　Laure―Emmanuelle Camaji, La personne dans la protection sociale. Recherche 













































































































































































































（100）　Mouhoud, L’ immigration en France, p. 53.
（101）　Michèle Tribalat, Cent ans d’ immigration, étrangers d’ heir, Français d’






　第 2 章第 1 節で言及した通り、1984年法においては非正規滞在者であっ
ても一定程度の年月が経過すれば自動的に10年間の長期滞在許可証を得る
ことが可能であった。このような措置の導入を正当化したのは、非正規滞
在者であっても「フランスに長く居住しているということは、彼らが国民
生活に統合されている」証拠だという考え方であった
（102）
。当該措置は非正規
滞在者たちがフランス社会を支える一構成員であり、彼（彼女）らと相互
依存関係にあるという明白な事実に依って連帯を再構成し、社会保護への
回路を確保しようとした試みであったとも考えられる。
　今一度、フランスで生活を送る非正規滞在の外国人が社会保護から脱落
していること、また、それらの者に対する失業や貧困の積極的な改善措置
が講じられていないことを憲法上の連帯概念から点検し直すべきである。
社会的事実を等閑視し、排斥的な思想を鼓吹することは、連帯の規範から
は大きく外れている。「シャルリ・エブド」事件の容疑者がフランスで生
まれ育ち、彼らがいずれも貧困や差別に耐えながらフランス社会の底辺で
生きてきたこと
（103）
、この事実に正面から向き合うことが、連帯の新たな輪郭
を模索する第一歩となる。
【付記】　本稿は早稲田大学特定課題研究助成（課題番号2018S―022）による
研究成果の一部である。
（102）　高山「フランスにおける不法移民対策と社会統合」74頁。
（103）　  鵜飼哲「一月七日以前：アラブ人の友人たちとの対話から」現代思想43巻
（2015年）47頁。鵜飼は、1989年パリ郊外クレイユの公立学校からヴェールを被っ
た女子生徒が排除された事件当時、「シャルリ・エブド」事件の実行者達がまだ10
歳に満たない少年であったこと、強盗未遂事件で親友を警察に殺されたという過去
を持つこと等を挙げ、旧植民地出身のムスリム家系に生まれた彼らが教育・生活環
境等においていずれも「底辺で生きてきた人々」であることに注意を払うべきであ
るとする。
